
平
成
二
十
七
年
総
務
省
令
第
二
十
八
号

独
立
行
政
法
人
の
組
織
、
運
営
及
び
管
理
に
係
る
共
通
的
な
事
項
に
関
す
る
省
令

独
立
行
政
法
人
通
則
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
六
十
六
号
）
、
独
立
行
政
法
人
通
則

法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
六
十
七

号
）
及
び
独
立
行
政
法
人
通
則
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
及
び
独
立
行
政
法
人
通
則
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
及
び
経
過
措
置
に
関
す
る
政

令
（
平
成
二
十
七
年
政
令
第
七
十
四
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
関
係
法
律
及
び
関
係
政
令
の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に

関
係
法
律
及
び
関
係
政
令
を
実
施
す
る
た
め
、
独
立
行
政
法
人
の
組
織
、
運
営
及
び
管
理
に
係
る
共
通
的
な
事
項
に

関
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

（
監
事
の
調
査
の
対
象
と
な
る
書
類
）

第
一
条
　
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
十
九
条
第
六
項
第

一
号
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
法
及
び
独
立
行
政
法
人
の
組
織
、
運
営
及
び
管
理
に
係
る
共
通

的
な
事
項
に
関
す
る
政
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
三
百
十
六
号
。
以
下
「
令
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に
基
づ
き
主

務
大
臣
に
提
出
す
る
書
類
と
す
る
。

（
子
法
人
）

第
二
条
　
法
第
十
九
条
第
七
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
（
平
成
十
一

年
四
月
二
十
七
日
の
中
央
省
庁
等
改
革
推
進
本
部
決
定
に
基
づ
き
行
わ
れ
た
独
立
行
政
法
人
の
会
計
に
関
す
る
研

究
の
成
果
と
し
て
公
表
さ
れ
た
基
準
を
い
い
、
こ
の
省
令
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
適
用
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。
）

の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
独
立
行
政
法
人
が
議
決
権
の
過
半
数
を
保
有
し
て
い
る
会
社
等
と
し
て
連
結
の
範
囲

に
含
ま
れ
る
会
社
と
す
る
。

（
電
子
公
告
を
行
う
た
め
の
電
磁
的
方
法
）

第
三
条
　
法
第
三
十
八
条
第
四
項
第
二
号
に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
そ
の
他
の
情
報
通
信

の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
で
あ
っ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
送
信
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え

ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
た
情
報
の
内
容
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
情
報
の
提
供
を
受
け
る
者
の
閲
覧
に

供
し
、
当
該
情
報
の
提
供
を
受
け
る
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
情
報
を
記

録
す
る
方
法
と
す
る
。

２
　
法
第
三
十
八
条
第
四
項
第
二
号
に
規
定
す
る
措
置
で
あ
っ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
前
項
に
規
定
す
る

方
法
の
う
ち
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
接
続
さ
れ
た
自
動
公
衆
送
信
装
置
（
公
衆
の
用
に
供
す
る
電
気
通
信
回
線
に

接
続
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
記
録
媒
体
の
う
ち
自
動
公
衆
送
信
の
用
に
供
す
る
部
分
に
記
録
さ
れ
、
又
は
当
該

装
置
に
入
力
さ
れ
る
情
報
を
自
動
公
衆
送
信
す
る
機
能
を
有
す
る
装
置
を
い
う
。
）
を
使
用
す
る
も
の
に
よ
る
措

置
と
す
る
。

（
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
を
表
示
す
る
方
法
）

第
四
条
　
法
第
三
十
九
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
磁
気
デ
ィ
ス
ク
そ
の
他
こ
れ

に
準
ず
る
方
法
に
よ
り
一
定
の
情
報
を
確
実
に
記
録
し
て
お
く
こ
と
が
で
き
る
物
を
も
っ
て
調
製
す
る
フ
ァ
イ
ル

に
情
報
を
記
録
し
た
も
の
と
す
る
。

２
　
法
第
三
十
九
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項

を
紙
面
又
は
映
像
面
に
表
示
す
る
方
法
と
す
る
。

（
子
会
社
の
範
囲
）

第
五
条
　
令
第
十
三
条
第
一
号
に
規
定
す
る
当
該
中
期
目
標
管
理
法
人
に
よ
り
財
務
及
び
営
業
又
は
事
業
の
方
針
を

決
定
す
る
機
関
を
支
配
さ
れ
て
い
る
営
利
企
業
等
で
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
中
期
目
標
管
理
法
人
に
よ
り

財
務
及
び
営
業
又
は
事
業
の
方
針
を
決
定
す
る
機
関
（
株
主
総
会
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
機
関
を
い
う
。
以
下

「
意
思
決
定
機
関
」
と
い
う
。
）
を
支
配
さ
れ
て
い
る
会
社
等
（
会
社
、
組
合
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
事
業
体

（
外
国
に
お
け
る
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
も
の
を
含
む
。
）
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
（
以
下
「
子
会
社
」
と
い
う
。
）

と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
中
期
目
標
管
理
法
人
及
び
そ
の
子
会
社
又
は
当
該
中
期
目
標
管
理
法
人
の

子
会
社
が
、
他
の
会
社
等
の
意
思
決
定
機
関
を
支
配
し
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
他
の
会
社
等
も
、
当
該
中
期

目
標
管
理
法
人
の
子
会
社
と
み
な
す
。

２
　
前
項
に
規
定
す
る
子
会
社
と
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
会
社
等
を
い
う
。
た
だ
し
、
財
務
上
又
は
営
業
上
若
し

く
は
事
業
上
の
関
係
か
ら
み
て
中
期
目
標
管
理
法
人
か
ら
意
思
決
定
機
関
を
支
配
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
が
明
ら
か

で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
会
社
等
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一
　
中
期
目
標
管
理
法
人
が
会
社
等
（
民
事
再
生
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
二
百
二
十
五
号
）
の
規
定
に
よ
る
再

生
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
会
社
等
、
会
社
更
生
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
四
号
）
の
規
定
に
よ
る

更
生
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
株
式
会
社
、
破
産
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
七
十
五
号
）
の
規
定
に
よ
る
破

産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
会
社
等
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
会
社
等
で
あ
っ
て
、
か
つ
、
有
効
な
支
配
従

属
関
係
が
存
在
し
な
い
と
認
め
ら
れ
る
会
社
等
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
議
決
権
の
過
半

数
を
自
己
の
計
算
に
お
い
て
所
有
し
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
会
社
等

二
　
中
期
目
標
管
理
法
人
が
、
会
社
等
の
議
決
権
の
百
分
の
四
十
以
上
、
百
分
の
五
十
以
下
を
自
己
の
計
算
に
お

い
て
所
有
し
、
か
つ
、
次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
会
社
等

イ
　
自
己
の
計
算
に
お
い
て
所
有
し
て
い
る
議
決
権
と
自
己
と
出
資
、
人
事
、
資
金
、
技
術
、
取
引
等
に
お
い

て
緊
密
な
関
係
が
あ
る
こ
と
に
よ
り
自
己
の
意
思
と
同
一
の
内
容
の
議
決
権
を
行
使
す
る
と
認
め
ら
れ
る
者

及
び
自
己
の
意
思
と
同
一
の
内
容
の
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
に
同
意
し
て
い
る
者
が
所
有
し
て
い
る
議
決

権
と
を
合
わ
せ
て
、
会
社
等
の
議
決
権
の
過
半
数
を
占
め
て
い
る
こ
と
。

ロ
　
役
員
若
し
く
は
職
員
又
は
こ
れ
ら
で
あ
っ
た
者
で
自
己
が
会
社
等
の
財
務
及
び
営
業
又
は
事
業
の
方
針
の

決
定
に
関
し
て
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
者
が
、
当
該
会
社
等
の
取
締
役
会
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
機

関
の
構
成
員
の
過
半
数
を
占
め
て
い
る
こ
と
。

ハ
　
会
社
等
の
重
要
な
財
務
及
び
営
業
又
は
事
業
の
方
針
の
決
定
を
支
配
す
る
契
約
等
が
存
在
す
る
こ
と
。

ニ
　
会
社
等
の
資
金
調
達
額
（
貸
借
対
照
表
の
負
債
の
部
に
計
上
さ
れ
て
い
る
も
の
に
限
る
。
）
の
総
額
の
過

半
に
つ
い
て
融
資
（
債
務
の
保
証
及
び
担
保
の
提
供
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
及
び
次
条
第
二
号
ロ
（
２
）
に

お
い
て
同
じ
。
）
を
行
っ
て
い
る
こ
と
（
自
己
と
出
資
、
人
事
、
資
金
、
技
術
、
取
引
等
に
お
い
て
緊
密
な

関
係
の
あ
る
者
が
行
う
融
資
の
額
を
合
わ
せ
て
資
金
調
達
額
の
総
額
の
過
半
と
な
る
場
合
を
含
む
。
）
。

ホ
　
そ
の
他
会
社
等
の
意
思
決
定
機
関
を
支
配
し
て
い
る
こ
と
が
推
測
さ
れ
る
事
実
が
存
在
す
る
こ
と
。

三
　
中
期
目
標
管
理
法
人
が
、
自
己
の
計
算
に
お
い
て
所
有
し
て
い
る
議
決
権
と
自
己
と
出
資
、
人
事
、
資
金
、

技
術
、
取
引
等
に
お
い
て
緊
密
な
関
係
が
あ
る
こ
と
に
よ
り
自
己
の
意
思
と
同
一
の
内
容
の
議
決
権
を
行
使
す

る
と
認
め
ら
れ
る
者
及
び
自
己
の
意
思
と
同
一
の
内
容
の
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
に
同
意
し
て
い
る
者
が
所

有
し
て
い
る
議
決
権
と
を
合
わ
せ
た
場
合
（
自
己
の
計
算
に
お
い
て
議
決
権
を
所
有
し
て
い
な
い
場
合
を
含

む
。
）
に
会
社
等
の
議
決
権
の
過
半
数
を
占
め
、
か
つ
、
前
号
ロ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
要
件
に

該
当
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
会
社
等

（
関
連
会
社
等
の
範
囲
）

第
六
条
　
令
第
十
三
条
第
一
号
に
規
定
す
る
当
該
他
の
営
利
企
業
等
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
の
各

号
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
中
期
目
標
管
理
法
人
の
子
会
社

二
　
中
期
目
標
管
理
法
人
（
当
該
中
期
目
標
管
理
法
人
が
子
会
社
を
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該
子
会
社
を
含
む
。
）

が
、
出
資
、
人
事
、
資
金
、
技
術
、
取
引
等
の
関
係
を
通
じ
て
、
子
会
社
以
外
の
他
の
会
社
等
の
財
務
及
び
営

業
又
は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
対
し
て
重
要
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
次
の
イ
、
ロ
又
は
ハ
に
掲
げ
る

場
合
に
お
け
る
当
該
子
会
社
以
外
の
他
の
会
社
等
。
た
だ
し
、
財
務
上
又
は
営
業
上
若
し
く
は
事
業
上
の
関
係

か
ら
み
て
子
会
社
以
外
の
他
の
会
社
等
の
財
務
及
び
営
業
又
は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
対
し
て
重
要
な
影
響
を

与
え
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

イ
　
子
会
社
以
外
の
他
の
会
社
等
（
民
事
再
生
法
の
規
定
に
よ
る
再
生
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
会
社
等
、

会
社
更
生
法
の
規
定
に
よ
る
更
生
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
株
式
会
社
、
破
産
法
の
規
定
に
よ
る
破
産
手

続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
会
社
等
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
会
社
等
で
あ
っ
て
、
か
つ
、
当
該
会
社
等
の
財

務
及
び
営
業
又
は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
対
し
て
重
要
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
認
め
ら
れ
る

会
社
等
を
除
く
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
議
決
権
の
百
分
の
二
十
以
上
を
自
己
の
計
算
に
お
い

て
所
有
し
て
い
る
場
合

ロ
　
子
会
社
以
外
の
他
の
会
社
等
の
議
決
権
の
百
分
の
十
五
以
上
、
百
分
の
二
十
未
満
を
自
己
の
計
算
に
お
い

て
所
有
し
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
、
か
つ
、
次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合

1



（１）
　
役
員
若
し
く
は
職
員
又
は
こ
れ
ら
で
あ
っ
た
者
で
自
己
が
子
会
社
以
外
の
他
の
会
社
等
の
財
務
及
び
営

業
又
は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
関
し
て
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
者
が
、
当
該
子
会
社
以
外
の
他
の

会
社
等
の
代
表
取
締
役
、
取
締
役
又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
役
職
に
就
任
し
て
い
る
こ
と
。

（２）
　
子
会
社
以
外
の
他
の
会
社
等
に
対
し
て
重
要
な
融
資
を
行
っ
て
い
る
こ
と
。

（３）
　
子
会
社
以
外
の
他
の
会
社
等
に
対
し
て
重
要
な
技
術
を
提
供
し
て
い
る
こ
と
。

（４）
　
子
会
社
以
外
の
他
の
会
社
等
と
の
間
に
重
要
な
販
売
、
仕
入
れ
そ
の
他
の
営
業
上
又
は
事
業
上
の
取
引

が
あ
る
こ
と
。

（５）
　
そ
の
他
子
会
社
以
外
の
他
の
会
社
等
の
財
務
及
び
営
業
又
は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
対
し
て
重
要
な
影

響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
が
推
測
さ
れ
る
事
実
が
存
在
す
る
こ
と
。

ハ
　
自
己
の
計
算
に
お
い
て
所
有
し
て
い
る
議
決
権
と
自
己
と
出
資
、
人
事
、
資
金
、
技
術
、
取
引
等
に
お
い

て
緊
密
な
関
係
が
あ
る
こ
と
に
よ
り
自
己
の
意
思
と
同
一
の
内
容
の
議
決
権
を
行
使
す
る
と
認
め
ら
れ
る
者

及
び
自
己
の
意
思
と
同
一
の
内
容
の
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
に
同
意
し
て
い
る
者
が
所
有
し
て
い
る
議
決

権
と
を
合
わ
せ
た
場
合
（
自
己
の
計
算
に
お
い
て
議
決
権
を
所
有
し
て
い
な
い
場
合
を
含
む
。
）
に
子
会
社

以
外
の
他
の
会
社
等
の
議
決
権
の
百
分
の
二
十
以
上
を
占
め
て
い
る
と
き
で
あ
っ
て
、
か
つ
、
本
号
ロ
の

（
１
）
か
ら
（
５
）
ま
で
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合

三
　
中
期
目
標
管
理
法
人
の
業
務
の
一
部
又
は
中
期
目
標
管
理
法
人
の
業
務
に
関
連
す
る
事
業
を
行
っ
て
い
る
一

般
社
団
法
人
、
一
般
財
団
法
人
そ
の
他
の
団
体
で
あ
っ
て
、
当
該
中
期
目
標
管
理
法
人
が
出
資
、
人
事
、
資

金
、
技
術
、
取
引
等
の
関
係
を
通
じ
て
、
そ
の
財
務
及
び
事
業
の
方
針
決
定
を
支
配
し
て
い
る
か
又
は
そ
れ
に

対
し
て
重
要
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
も
の

（
継
続
的
給
付
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
）

第
七
条
　
令
第
十
三
条
第
二
号
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
継
続
的
給
付
は
、
日
本
放
送
協
会
に
よ
る
放
送
の

役
務
の
給
付
と
す
る
。

（
中
期
目
標
管
理
法
人
の
長
へ
の
再
就
職
者
に
よ
る
依
頼
等
の
届
出
の
様
式
）

第
八
条
　
令
第
十
五
条
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
様
式
は
、
別
記
様
式
第
一
と
す
る
。

（
中
期
目
標
管
理
法
人
の
長
へ
の
再
就
職
の
届
出
の
様
式
）

第
九
条
　
令
第
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
様
式
は
、
別
記
様
式
第
二
と
す
る
。

２
　
令
第
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
第
三
に
よ
る
届
出
書
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

３
　
令
第
十
六
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
第
四
に
よ
る
届
出
書
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
国
立
研
究
開
発
法
人
へ
の
準
用
）

第
十
条
　
第
五
条
か
ら
前
条
ま
で
の
規
定
は
、
国
立
研
究
開
発
法
人
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

こ
れ
ら
の
規
定
中
「
令
」
と
あ
る
の
は
「
令
第
十
八
条
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
令
」
と
、
第
八
条
中

「
様
式
第
一
」
と
あ
る
の
は
「
様
式
第
五
」
と
、
前
条
第
一
項
中
「
様
式
第
二
」
と
あ
る
の
は
「
様
式
第
六
」
と
、

同
条
第
二
項
中
「
様
式
第
三
」
と
あ
る
の
は
「
様
式
第
七
」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
様
式
第
四
」
と
あ
る
の
は

「
様
式
第
八
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

（
常
勤
職
員
数
の
報
告
）

第
十
一
条
　
法
第
六
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
は
、
別
記
様
式
第
九
に
よ
る
常
勤
職
員
数
報
告
書
を
提
出
し

て
行
う
も
の
と
す
る
。

附
　
則

１
　
こ
の
省
令
は
、
独
立
行
政
法
人
通
則
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
六
十
六
号
）
の
施

行
の
日
（
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
特
定
独
立
行
政
法
人
の
常
勤
職
員
数
の
報
告
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
三
年
総
務
省
令
第
百
八
十
一
号
）
は
、

廃
止
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
九
年
一
二
月
二
八
日
総
務
省
令
第
八
六
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
三
十
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
の
組
織
、
運
営
及
び
管
理
に
係
る
共
通
的
な
事
項
に
関
す
る
省
令

別
記
様
式
第
二
、
別
記
様
式
第
三
、
別
記
様
式
第
六
及
び
別
記
様
式
第
七
の
様
式
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日

（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
以
後
に
さ
れ
る
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）
第
五
十

条
の
七
第
一
項
（
同
法
第
五
十
条
の
十
一
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
規
定
に
よ
る
届

出
（
施
行
日
前
に
さ
れ
た
同
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
に
係
る
事
項
の
変
更
に
係
る
届
出
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
適

用
し
、
施
行
日
前
に
さ
れ
た
同
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
及
び
施
行
日
以
後
に
さ
れ
る
当
該
届
出
に
係
る
事
項
の
変

更
に
係
る
届
出
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
七
月
一
日
総
務
省
令
第
二
二
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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別
記
様
式
第
一
（
第
八
条
関
係
）

別記様式第一（第八条関係） 

再就職者から法令等違反行為の要求又は依頼を受けた場合の届出 

（独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条の６関連） 

 

年  月  日 

 

中期目標管理法人の長 あて 

 

独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条の６の規定に基づき、下記のと

おり届出をします。 

この届出書の記載事項は、事実に相違ありません。 

１ 届出者 

（ふりがな） 

氏名 

中期目標管理法人における地位 

２ 法令等違反行為の要求又は依頼をした再就職者の氏名等 

（ふりがな） 

氏名 

法令等違反行為の要求又は依頼が行われた

日時 

     年  月  日  時 

勤務先営利企業等の名称 

 

勤務先営利企業等における再就職者の地位 

 

３ 法令等違反行為の要求又は依頼の内容 

 

 

 

 

 

 

別
記
様
式
第
二
（
第
九
条
第
一
項
関
係
）

別記様式第二（第九条第一項関係） 

在職中に再就職の約束をした場合の届出 

（独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条の７第１項関連） 

 

年  月  日 

中期目標管理法人の長 あて 

 

独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条の７第１項の規定により、次の

とおり届け出ます。 

１ （ ふ り が な ） 

  氏         名 

 

２ 中期目標管理法人における地位  

３ 約束前の求職開始日     年  月  日 

（□約束前の求職開始日がなかった場合） 

４ 再就職の約束をした日     年  月  日 

５ 離職予定日     年  月  日 

６ 再就職予定日     年  月  日 

７ 再就職先の名称及び連絡先 再就職先の名称： 

再就職先の連絡先： 

８ 再就職先の業務内容  

９ 再就職先における地位  

10 離職後の就職の援助 

（□離職後の就職の援助がなかった場合） 

 （ふりがな） 

援助者の氏名又は名称 

援助の内容 

  

  

  

  

備考１ 上記の「約束前の求職開始日」とは、独立行政法人の組織、運営及び管理に係

る共通的な事項に関する政令（平成 12 年政令第 316 号）第 16 条第４項第３号に

規定する日をいう。 

    ２ □のついた項目に該当する場合は、□の中にレ点を記入すること。 
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別
記
様
式
第
三
（
第
九
条
第
二
項
関
係
）

別記様式第三（第九条第二項関係） 

在職中に再就職の約束をした場合の届出に係る変更届出 

（独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条の７第１項関連） 

 

年  月  日 

中期目標管理法人の長 あて 

 

氏名             

 

年  月  日付けの独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条

の７第１項の規定による届出について、次のとおり変更があったので、届け出ます。 

中期目標管理法人における地位      
変更前  

変更後  

離  職  予  定  日 
変更前  

変更後  

再 就 職 予 定 日 
変更前  

変更後  

再就職先の名称及び連絡先 
変更前  

変更後  

再就職先の業務内容 
変更前  

変更後  

再就職先における地位 
変更前  

変更後  

 

別
記
様
式
第
四
（
第
九
条
第
三
項
関
係
）

別記様式第四（第九条第三項関係） 

在職中に再就職の約束をした場合の届出に係る失効届出 

（独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条の７第１項関連） 

 

年  月  日 

 

中期目標管理法人の長 あて 

 

氏名             

 

年  月  日付けの独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 50 条

の７第１項の規定による届出に係る約束の効力が失われましたので、届け出ます。 
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別
記
様
式
第
五
（
第
八
条
、
第
十
条
関
係
）

別記様式第五（第八条、第十条関係） 

再就職者から法令等違反行為の要求又は依頼を受けた場合の届出 

（独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条の 11において準用する同 

法第 50条の６関連） 

 

年  月  日  

 

国立研究開発法人の長 あて 

 

独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条の 11において準用する同法第

50条の６の規定に基づき、下記のとおり届出をします。 

この届出書の記載事項は、事実に相違ありません。 

１ 届出者 

（ふりがな） 

氏名             

国立研究開発法人における地位 

 

２ 法令等違反行為の要求又は依頼をした再就職者の氏名等 

（ふりがな） 

氏名 

法令等違反行為の要求又は依頼が行われた日時 

     年  月  日  時 

勤務先営利企業等の名称 

 

勤務先営利企業等における再就職者の地位 

３ 法令等違反行為の要求又は依頼の内容 

 

 

別
記
様
式
第
六
（
第
九
条
第
一
項
、
第
十
条
関
係
）

別記様式第六（第九条第一項、第十条関係） 

在職中に再就職の約束をした場合の届出 

（独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条の 11において準用する同 

法第 50条の７第１項関連） 

 

年  月  日 

 

国立研究開発法人の長 あて 

 

氏名             

 

独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条の 11において準用する同法第 

50条の７第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

１ （ ふ り が な ） 

  氏         名 

 

２ 国立研究開発法人における地位  

３ 約束前の求職開始日     年  月  日 

（□約束前の求職開始日がなかった場合） 

４ 再就職の約束をした日     年  月  日 

５ 離職予定日     年  月  日 

６ 再就職予定日     年  月  日 

７ 再就職先の名称及び連絡先 再就職先の名称： 

再就職先の連絡先： 

８ 再就職先の業務内容  

９ 再就職先における地位  

10 離職後の就職の援助 

（□離職後の就職の援助がなかった場合） 

 （ふりがな） 

援助者の氏名又は名称 

援助の内容 

  

  

  

  

 備考１ 上記の「約束前の求職開始日」とは、独立行政法人の組織、運営及び管理に係

る共通的な事項に関する政令（平成 12 年政令第 316 号）第 18 条において準用す

る同令第 16条第４項第３号に規定する日をいう。 

   ２ □のついた項目に該当する場合は、□の中にレ点を記入すること。 

5



別
記
様
式
第
七
（
第
九
条
第
二
項
、
第
十
条
関
係
）

別記様式第七（第九条第二項、第十条関係） 

在職中に再就職の約束をした場合の届出に係る変更届出 

（独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条の 11において準用する同 

法第 50条の７第１項関連） 

 

年  月  日  

 

国立研究開発法人の長 あて 

 

氏名             

 

年  月  日付けの独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条

の 11において準用する同法第 50条の７第１項の規定による届出について、次のとおり変

更があったので、届け出ます。 

国立研究開発法人における地位 
変更前  

変更後  

離  職  予  定  日 
変更前  

変更後  

再 就 職 予 定 日 
変更前  

変更後  

再就職先の名称及び連絡先 
変更前  

変更後  

再 就 職 先 の 業 務 内 容 
変更前  

変更後  

再就職先における地位 
変更前  

変更後  

 

 

 

 

  

別
記
様
式
第
八
（
第
九
条
第
三
項
、
第
十
条
関
係
）

別記様式第八（第九条第三項、第十条関係） 

在職中に再就職の約束をした場合の届出に係る失効届出 

（独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 50条の 11において準用する同 

法第 50条の７第１項関連） 

 

年  月  日 

 

国立研究開発法人の長 あて 

 

氏名 

 

年  月  日付けの独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 50 条

の 11 において準用する同法第 50 条の７第１項の規定による届出に係る約束の効力が失わ

れましたので、届け出ます。 
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別
記
様
式
第
九
（
第
十
一
条
関
係
）

別記様式第九（第十一条関係） 

常勤職員数報告書 

年 

１月１日現在 

行政執行法人名 作成責任者官職氏名 

職                員 現在員数 

１．常時勤務に服することを要する職員  

２．１．以外で報告の対象となる職員  

 
うち国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 79 条の規定によ

る休職の処分を受けた者  

 

 うち国家公務員法第 82条の規定による停職の処分を受けた者  

 
うち行政執行法人の労働関係に関する法律（昭和 23 年法律第 257

号）第７条第５項の規定により休職者とされた者 

 

 

うち国際機関等に派遣される一般職の国家公務員の処遇等に関す

る法律（昭和 45 年法律第 117 号）第２条第１項の規定により派遣

された者 

 

 
うち国家公務員の育児休業等に関する法律（平成 3 年法律第 109

号）第３条第１項の規定により育児休業をしている者 

 

 

うち国家公務員の育児休業等に関する法律第 13 条第１項に規定す

る育児短時間勤務職員（同法第 22 条の規定による勤務をしている

者を含む。） 

 

 
うち国家公務員の自己啓発等休業に関する法律（平成 19 年法律第

45号）第２条第５項に規定する自己啓発等休業をしている者 

 

 
うち国家公務員の配偶者同行休業に関する法律（平成 25 年法律第

78号）第２条第４項に規定する配偶者同行休業をしている者 

 

合    計  

備考１ ２．の「１.以外で報告の対象となる職員」とは、独立行政法人の組織、運

営及び管理に係る共通的な事項に関する政令（平成 12年政令第 316号）第

20条で定める者をいう。  

２ ２．の育児短時間勤務職員の現在員数については、１人の育児短時間勤務職

員（１週間当たりの勤務時間が週 19時間 25分から週 19時間 35分までの

範囲内の時間である者に限る。以下同じ。）が占める官職に、他の１人の

育児短時間勤務職員を任用している場合には、２人として報告すること。 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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